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簡も選管本部に送られた。選管委員長自身が、再選挙 3日前の 10月 23日になっても
まだ「自由、公正で信頼の置ける選挙を実施すると保証するのは難しい」と発言する


























表 1 ケニア大統領選挙における投票率、得票率の変化 



































ば大統領選挙の場合、2007年が 71％、2013年は 86％、2017年 8月では 78％にそれ
ぞれ達している。全国平均で 39％という 2017年 10月の再選挙の投票率がケニアの
水準でどれほど低いかが分かるだろう。 
2017年 10月の再選挙では、投票ができなかった選挙区は上でみたように 25にの
ぼり、残る 265選挙区（選挙区総数は 290）でも、野党支持地域を中心に 119もの選
挙区で投票率が 20％を下回った。これとは対照的に、与党ケニヤッタ大統領の地元に
あたる旧中央州とその周辺、ルト副大統領の地元にあたる旧リフトバレー州では平均
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